
木質バイオマス燃料材の供給可能量推計ツール「FPROPS」の
活用について

WOOD BIO交流プラットフォーム 令和5年度 第2回WEB勉強会



１．FPROPSとは



FPROPSとは

Forestry Political-agenda for Region On a 
prospect System

目指すべき木材供給体制確立のための地域政策支援システム

森林・林業に関する既存データを用いて、

今後15年間の木材生産の目標に対し、

実現可能性予測を簡易に行うツール

協力

このツールは、平成28、29年度木質バイオマス利用支援体制構築事業
国際航業㈱の協力で開発しました。



資源ポテンシャルの把握とFPROPS

地域の資源ポテンシャル情報のニーズは高い

・一方、木材の伐採量、
各用途別の生産量の推計には
政策要因やマテリアル市場動向、など
多くの要素が関係しており、
長期的な予測を正確に行うことは難しい。

FPROPSでは、
都道府県単位の生産目標が実現可能かどうか、
目標達成した時に、派生的に変動する数値を確認



２．基本的な考え方



FPROPSの基本的な考え方

地域林業に関する基礎的要件を統合的に用いて、生産・供給上の課題に応じて関係因子
を動かし、それに伴う生産量の変化を確認することで、将来の生産目標達成に向けた、必
要な対応策の検討をする。



用語の定義

燃料材生産量：林業施業に由来して発生する木質バイオマス燃料材の生産量

素材生産量：木材需給統計における素材生産量（丸太・㎥・工場着）
※国有林・民有林からの生産含む

木材生産量：素材生産量+燃料材向けの生産量（丸太・㎥）
※本推計では民有林からの生産量のみを扱っている

国有林 民有林

素材生産量
（既存需要）

燃料材生産量

木材生産量
（推計対象）
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３．FPROPSの特徴



FPROPSで分かること

・間伐と主伐の割合が変わると、燃料材利用目標への対応はどうなる？
・同一県内で用材需要と大型バイオマス発電は両立するか？
・今後の生産と齢級の関係をどうみる？
・産業政策としての中期的な木材生産目標達成のための条件は？
・マクロ的な見通しを関係各所と共有するには？

【FPROPSは次のような課題に応えます！】

地域の素材生産目標を実行した場合の

 3分期（15年間）の素材生産見通し
 同期間の燃料材生産見通し
 伐採面積、労働量、苗木等、関連する因

子の状況を定量的に把握
 地域課題に対応したパラメータススタ

デイの実施
これらの検討が可能。



推計ツールの諸元
項目 対象 考え方

ソフト エクセル
Microsoft社

・ 操作の容易性、計算プロセスの透明性

対象地域 都道府県
・ 地域の林業生産に対し、政策効果の発現を期待し必要な施策を立案し実行す

る行政単位である
・ 検討に使用する各種統計・調査における集計単位である

対象期間
15年

（1分期5年
×3分期）

・ 政策効果の発現が期待できる期間として15年程度を想定
・ 5年を一つのまとまりのある期間（分期）と考えることが日本の林業行政では

一般的である

対象資源
森林由来の

燃料材
・ 地域における需給のあり方が課題となっている
・ 素材生産に付随して生産されると想定されている

対象林種
民有林かつ
人工林

・ 地域の林業行政の管理対象（地域森林計画対象の森林）である
・ 多くの地域で人工林を背景に木材生産がおこなわれている

対象樹種
代表的な
生産樹種

・ 地域の素材生産量への寄与度が高い樹種
・ 燃料材の供給源となる樹種

「森林・林業統計要覧2017」
「Ⅰ国民経済及び森林資源」より作成
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図 対象資源・林種について

人工林
32%

天然林
41%

竹林
0%

無立木地
4%

民有林
77%

国有林
23%

本推計ツールの
対象林種

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
15年後を目安として、現状と照らし合わせてどのように政策を実施すれば将来目標量に達成することができるかという観点から、都道府県を単位として林業政策への課題を明確にし、目標実現に向けた取り組みの検討に資することを目的として検討した



ツールとしての特徴

• エクセル（Microsoft社）を用いて作成しているため操作が容易
• 森林資源の時間推移を表現
• 地域森林計画等の統計データや伐採届などの自治体が所有する実績データを活用し

て推計可能
• 地域性要素を考慮しつつ、都道府県で汎用的に利用することが出来るよう、入力する

パラメータを複数用意

実務的に利用されるツールとして

マクロ的な視点により、複数因子を結び
つけて関連施策間の「見える化」を実現

燃料材の需給だけ
を
扱うのではなく

エクセル上での表示



推計結果として表示されるグラフ （例）



4．推計のプロセス



推計ツールの入力項目

入力データは、林業統計、簡易収穫表、伐採届、森林簿、独自の調査結果等より設定可能
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推計ツールの流れ

 生産量に関する「供給側因子」、うち木質バイオマスに関わる「燃料材に関する因子」、
実現性や持続性の確保が可能な確認する「チェック項目となる因子」の3つで構成

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
山からどれだけ生産できるかという供給側因子、その内のバイオマス燃料材に関する因子、現状と照らし合わせて生産が可能な状況にあるかどうかを確認するチェック項目となる因子の大きく分けて3つで構成
→上から順に
→民有林・竹林・無立木地を含む制限林を除外・人工林・スギヒノキ・成林地・緩傾斜地を対象としてそのような想定の中で、路網から車両系・架線系の施業システムを考慮した伐採が可能な距離を掛け合わせて施業対象面積を求める→資料4で具体的な数値を見せる
→施業対象面積以降は主伐と間伐ではプロセスが異なるため考え方を分けて算出→主伐側：施業対象面積に対してA県の伐採届から把握した実際の伐採面積に対して伐採傾向を反映させて、齢級別立木材積より面積から材積に変換して主伐対象の収穫可能材積を算出→間伐側：主伐と間伐で時期が重なった場合は主伐を優先して行うこととし、間伐の対象となる面積に対して間伐実施率と材積としての間伐率、齢級別立木材積により間伐対象の収穫可能材積を算出→資料4で具体的な数値を見せる
→主伐・間伐ごとに搬出の分留まりを設定し搬出可能な材積を算出→資料4で具体的な数値を見せる→搬出可能材積が県が設定している生産目標量に届かない場合は不足分を主伐を追加するという考え方から調整できるように設定→算出された搬出可能材積または生産目標量に対して、燃料材として利用される割合を主伐・間伐それぞれで設定し燃料材利用可能量を推計
→チェック項目として主伐の対象となる面積に対して再造林の苗木本数と労働者数、主伐・間伐方針を考慮した収穫可能材積にたいして伐採施業の労働者数を資料４の項目で設定



推計ツール（伐採の考え方）

不足分の材積量の算出
不足分の材積量＝素材生産目標量-素材生産量

資源量の多い齢級に対する重み付け分布の作成
各齢級の重み付け率＝各齢級の面積/全齢級の総面積

※標準伐期齢未満は、重み付け率なし

不足分の材積量に合わせ補正した追加主伐分布の作成
各齢級の追加主伐率＝補正倍率×各齢級の重み付け率

補正倍率＝重み付け分布から生産された材積量/不足分の材積量

追加主伐面積の算出
各齢級の追加主伐面積＝各齢級の施業対象面積

×各齢級の追加伐採率

将来の需要見通しの反映
目標量に達成しなかった場合に、資源量が多い齢級か
ら追加で主伐を実施する方針

主伐の考え方
伐採届の分析結果より、地域の主伐実態に即した
齢級別主伐面積分布を設定

間伐の考え方

主伐と間伐で時期が重なった場合は主伐を優先し
て行う方針
材積間伐率と間伐実施率を考慮して算出。実施時
期と材積間伐率は、対象地域の間伐方針（上層、下
層等）に従い、収量比数0.8以下になるように設定
間伐実施率は、都道府県の実態に合わせて利用者
が任意に設定
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本件における推計手法（供給側条件の検討）

①地域別成長ﾓﾃﾞﾙ

 地区別生産ポテンシャルを考慮し、対象地域の成長予測と現況の齢級構成
⇒４つの地域森林計画区別 成長ﾓﾃﾞﾙを使用

地区により成長量に大きな差
15齢級で

450～830㎥/ha



本件における推計手法（供給側条件の検討）

②施業対象面積の考え方 

 施業対象林は、ベースとなる総森林のもつ森林構造（林種・樹種・齢級構成）と同じ構
造を持つこととする。（全体（総森林）と部分（施業対象林）が同じ森林構造を持つ）と
仮定

道の屈曲による
重なりも確認

制限林等を控除

集材システムに応じた
施業対象範囲（道から一定距離範囲を対象）の設定

施業対象面積

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
なお、

・施業対象面積は、ベースとなる民有林・人工林と同じ構造を持つと仮定します。


・また、林道の屈曲による対象面積の重なり率は10%以下となっています。



 伐採届の実績から伐採性向を確認。
 この例では、スギは10齢級にピークががあり、ヒノキの場合は、9齢級よりにピーク

がある。
 これに基づき、正規分布で各齢級における伐採確率を設定した。

𝑓𝑓 𝑥𝑥 =
1

2𝜋𝜋 ⋅ 𝜎𝜎
⋅ exp −

𝑥𝑥 − 𝜇𝜇 2

2𝜎𝜎2

正規分布式

樹種別係数
𝜎𝜎：1.3
𝜇𝜇：10スギ

𝜎𝜎：1.6

𝜇𝜇：9.5ヒノキ

本件における推計手法（供給側条件の検討）

④主伐確率の設定



本件における推計手法（供給側条件の検討）

目標値 目標値

木平（1978）より

間伐は、育林上の必要性に応じて
必要な時期に必要な割合で行う
→目標を割り当てる性質のものではない

間伐実施時期の例

主伐量（伐採性向から導いた伐採確率）と間伐量（スケジュールに応じた間伐）による収穫量を目標値
に照らし合わせ、不足分を資源量の多い齢級から収穫することとした。
２段階で、目標値を達成する割り当てを行うことで、伐採性向と実際の資源状況のギャップを埋める
手法を用いている。

⑤生産目標からの割り当て



本件における推計手法（主伐の傾向の設定）

2分期目の伐採（主伐）面積

（事例：A県）
→現在の齢級別主伐傾向をベースとし、不足分は追加伐採（資源多い齢級から現在の
伐採傾向を拡張など任意に設定可能）
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本件における推計手法（バイオマス燃料材の採材割合

従来の採材イメージ

バイオマス発電所向け採材イメージ

従来の試算では、
製材向けの材長3,4m材を採るための
間の短材部分（タンコロ）、梢端部が
バイオマスとして認識され、
割合は５～10%程度

事例では、
曲がり材が多い西部地区では
バイオマス向けの材を
曲がり部分を含めた２ｍ以上の
材長で供給している（実績）

⇒割合は20%程度と設定
（搬出材積ベース）
ただし、地域によって異なる傾向

②燃料材となる部分の割合 （バイオマス燃料向け採材割合）



本件における推計方法（チェック項目）

伐採行動に関連して発生する因子として、２つのチェック因子を設定

労働量
（主間伐・再造林にかかる

林業就業者の確保）

苗木生産量
（苗木供給量の確保）

２０００本/ha植栽設定 機械化・A県将来目標
主伐10㎥/ha 間伐6㎥/ha設定

①生産に付随する課題を確認するための因子

 将来に渡り、持続的に林業を行うためにこれらを確保することが重要
 制約条件とはせず、分期の経過に応じた課題の量的把握を行う。

（チェック項目となる因子）



推計ツールの入力項目

入力データは、林業統計、簡易収穫表、伐採届、森林簿、独自の調査結果等より設定可能
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推計結果として表示されるグラフ （例）

現状 1分期後

期末齢級構成の変化

再造林分

10齢級にピー
ク

スギ ヒノキ

9・10齢級にピー
ク

供給側因子 チェック項目となる因子

分期ごとの比較

伐採面積 燃料材以外の
用材生産量

労働量 苗木需要量

実績に基づく齢級別主伐面積

２分期後 ３分期後

8

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
入力項目は、統計データより把握できるということをご説明させていただいた上で、結果として何が分るのか？ということについて、推計ツールの結果を可視化してみる際にグラフとして表示しており、その一例を紹介いたします。
齢級構成の推移と主伐面積と分期ごとの結果の推移がみることができる項目を用意してあります。
上から順に、
齢級構成の変化・推移については、横軸を齢級として現状を表す0分期期末から3分期期末までといった齢級構成をみることが出来ます。1分期後に表示されている赤枠内の1齢級の面積は、0分期での伐採した主伐の再造林分となります。
次に、実績に基づく齢級別主伐面積として、対象樹種ごとの齢級別の主伐面積です。スライド上表示はしておりませんが、こちらは0分期から3分期それぞれで表示となっており、間伐面積を同様に見ることが出来ます。
最後に、横軸を分期として各分期での、主伐・間伐面積や用材生産量、伐採施業・再造林の労働量、苗木の需要量のグラフを見ることが出来ます。
また、これらの結果は、数字でも表示されておりますので、推計結果を活用したい場合などには値をそのまま抽出することが出来ます。



推計ツールの特徴

• エクセル（Microsoft社）を用いて作成しているため操作が容易
• 森林資源の時間推移を表現
• 地域森林計画等の統計データや伐採届などの自治体が所有する実績データを活用して

推計可能
• 地域性要素を考慮しつつ、都道府県で汎用的に利用することが出来るよう、入力するパ

ラメータを複数用意

実務的に利用されるツールとして
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マクロ的な視点により、複数因子を結び
つけて関連施策間の「見える化」を実現

燃料材の需給だけを
扱うのではなく

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
15年後を目安として、現状と照らし合わせてどのように政策を実施すれば将来目標量に達成することができるかという観点から、都道府県を単位として林業政策への課題を明確にし、目標実現に向けた取り組みの検討に資することを目的として検討した



５．結果の例



事例 A県の特性

A県

現状の齢級構成（スギ）

現状の素材生産量
（3分期目の目標）

１００万㎥
（１４０万㎥）

生産樹種
第一／第二

スギ／ヒノキ

生産の傾向 主伐主体

集材システム 車両系100
路網密度

（自動車道）
１７．５ｍ／ha

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

0分期目(ha)

スギ対象 スギ対象外
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期初の齢級構成としては
伐期を迎えた資源が豊富

主な項目 A県

森林構造 国有林10％・民有林90％
人工林52％・天然林39％

対象樹種※ スギ (69％)・ヒノキ (29%)

齢級構成 スギ：10齢級が多い
ヒノキ：やや9齢級寄りが多い

路網延長 6,500km

伐採面積 主伐2,000ha・間伐4,500ha

比較的素材生産が盛ん
さらに増産する目標

主伐による生産の
割合が高

路網密度は比較的高く
集材システムは車両系



計算例 林業生産が盛んなA県の事例

施業対象面積の評価

初期齢級構成

主伐傾向
※現状における
齢級別主伐面
積
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 スギ、ヒノキを中心に林業生産が盛んな地域
 現在は、スギは7～15齢級以上、ヒノキは8～12齢級で主伐されている。

成長モデル
を使用

LYCS
を使用



初期状態

施業対象・対象外面積の推移（現状の主伐傾向を維持） 施業対象・対象外面積の推移（追加主伐実施）

スギ

ヒノキ

（0分期期初）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

齢級別推計対象・対象外面積(ha)

スギ 施業対象 スギ 施業対象外

0

10,000

20,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

齢級別推計対象・対象外面積(ha)

ヒノキ施業対象 ヒノキ施業対象外

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

齢級別推計対象・対象外面積(ha)

スギ 施業対象 スギ 施業対象外

0

10,000

20,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

齢級別推計対象・対象外面積(ha)

ヒノキ施業対象 ヒノキ施業対象外



１分期初（５年経過）
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2分期初（10年経過）
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3分期初（15年経過）
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0分期目と3分期目の比較
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（3分期期初）
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 このケースでは、「現状の主伐傾向を維持」「追加伐採実施」を比較。
 期初、6齢級（30年生）以下の面積が少ないことが影響し、3分期めでは現在、生産
の主力となる7齢級から11齢級の施業対象森林が非常に少ない状況になっている。

 対象外森林はそのまま高齢化にスライドしていく。



計算例から見えてきた課題

A県の基本ケースにおける課題

【②伐採対象齢級における資源量不足】

【③高齢級の伐残し】

【①燃料材需要量に対する不足】

【④苗木生産量不足】

結果を精査すると4つの課題が見えてきた
⇒パラメータスタディで考え得る対策の効果を検証

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
パラメータスタディの概要についてです。
2つの県を対象にそれぞれの課題とそれに対する施策案、言い換えると解決案という形で、パラメータスタディを実施しました。
主に、資源量の不足と苗木本数や労働力などの不足について課題が明らかになりましたので、それらの課題に対していくつか解決案を示させていただきます。



【①燃料材需要量に対する生産量の不足】

現在の主伐面積・傾向を今後も継続した場合

→主伐対象齢級における資源量の不足・現状の主伐面積では不足する。

燃料材以外の用材生産量（千㎥/年）

不足

不足

素材生産目標量

燃料材需要量
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
引き続きA県での課題についてです。
現在の主伐面積・傾向を今後も継続した場合、推計結果である、燃料材以外の用材生産量と燃料材利用可能量を、緑色で記載している素材生産目標量とオレンジ色で記載している燃料材需要量を比較した場合、倍半分不足していることが明らかとなりました。

この課題に対して、



→主伐面積の多い齢級で3分期後に資源量が不足する。

【②主伐対象齢級における資源量の不足】

現在の主伐面積・傾向を今後も継続した場合

14

10齢級にピーク

今の伐採齢級と同
じ傾向を3分期間
継続する前提

齢級構成（3分期期末）

これまで伐採の主
力だった齢級で
スギ林分が減少

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
A県での課題についてです。
現在の主伐面積・傾向を今後も継続した設定として、数年間の伐採届の分析から、齢級構成が後ろ寄りつまり高齢級寄りに推移しても木材需要は変化しないことが明らかになったため、主伐の傾向は、分期が推移しても変化せず、固定として設定しております。
そのような設定において、明らかとなった課題として、
3分期期末の齢級構成から主伐のピークだった10齢級においてスギの施業対象面積が減少するような主伐対象齢級における資源量の不足、と高齢級の伐採量が少ないことから発生した高齢級の伐残しが課題として明らかとなりました。

これらの課題を解決するために、



→13,14齢級の伐採量が少ないため、3分期後には高齢林の割合が増加する。

【③高齢級の伐り残し】

現在の主伐面積・傾向を今後も継続した場合

14

齢級構成（現状） 齢級構成（3分期期末）

分期の推移とともに
高齢側にシフト

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
A県での課題についてです。
現在の主伐面積・傾向を今後も継続した設定として、数年間の伐採届の分析から、齢級構成が後ろ寄りつまり高齢級寄りに推移しても木材需要は変化しないことが明らかになったため、主伐の傾向は、分期が推移しても変化せず、固定として設定しております。
そのような設定において、明らかとなった課題として、
3分期期末の齢級構成から主伐のピークだった10齢級においてスギの施業対象面積が減少するような主伐対象齢級における資源量の不足、と高齢級の伐採量が少ないことから発生した高齢級の伐残しが課題として明らかとなりました。

これらの課題を解決するために、



→再造林に必要な苗木が現状の生産量半分程度しか賄えず不足する。

【④苗木生産量不足】

現在の主伐面積・傾向を今後も継続した場合

14

平成26年度
苗木生産量

苗木需要量（千本/年）

より不足していく

苗木の生産が追いつかない場合は、
多くの皆伐地で再造林遅れが発生す
る可能性がある。

前提：
スギ：植栽本数2,000本/ha
ヒノキ：植栽本数2,500本/ha

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
A県での課題についてです。
現在の主伐面積・傾向を今後も継続した設定として、数年間の伐採届の分析から、齢級構成が後ろ寄りつまり高齢級寄りに推移しても木材需要は変化しないことが明らかになったため、主伐の傾向は、分期が推移しても変化せず、固定として設定しております。
そのような設定において、明らかとなった課題として、
3分期期末の齢級構成から主伐のピークだった10齢級においてスギの施業対象面積が減少するような主伐対象齢級における資源量の不足、と高齢級の伐採量が少ないことから発生した高齢級の伐残しが課題として明らかとなりました。

これらの課題を解決するために、



パラメータスタディの方針

40

基本設定における
推計結果

課題の抽出

施策案の絞り込み

パラメータ
スタディ

主伐の主力となる
齢級で資源量不足！

（施策方針）
• 路網延伸と伐採可能幅の拡張（次世代架線系集材システムの導入

促進）の併用
• 高齢級寄りに主伐対象を拡大
• 搬出歩留まりの向上、燃料材利用部位の見直し

苗木生産が
追いつくか？

燃料材需要量・素材生産目標
を達成できるか？

（具体的な施策）
• 林道補助、次世代架線系集材システムの導入促進
• 高齢級から産出される大径材用途拡大（集材機器導入促進、製材

設備更新、市場喚起）
• 搬出補助条件の見直し、集材システム改善指導の強化

課題の発現



パラメータスタディ概要

【①燃料材需要量に対する不足】

対策⇒積極的な搬出による搬出歩留まりの向上

【②伐採対象齢級における資源量不足】

対策⇒路網の延伸

対策⇒次世代型架線系林業機械の導入による伐採可能幅の見直し

【③高齢級の伐残し】

対策⇒資源量が多い齢級から追加で主伐

【④苗木生産量不足】

対策⇒単位あたり植栽本数の見直し（低密度植林 ）

対策案

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
パラメータスタディの概要についてです。
2つの県を対象にそれぞれの課題とそれに対する施策案、言い換えると解決案という形で、パラメータスタディを実施しました。
主に、資源量の不足と苗木本数や労働力などの不足について課題が明らかになりましたので、それらの課題に対していくつか解決案を示させていただきます。



【①燃料材需要量に対する不足】
ケース４：搬出歩留まりの向上

設定：林地残材の積極的な搬出により搬出歩留まりを向上させた場合
主伐の搬出歩留まり：0.9→0.95、間伐の搬出歩留まり：0.6→0.7５
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このケースでは、搬出歩留まりの向上によって12-13%、燃料材の可能量が増加。
元々、主伐の搬出歩留まりが高いエリアであるため、大きな変化が見られなかった。
しかし、目標の３００千㎥には及ばないため、追加対策が必要と考えられる。

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
搬出の歩留まりを向上させるケースとして、元々歩留まりの高い主伐の搬出歩留まりを変化させず、
補助金等の対策を取りやすい、間伐の搬出歩留まりを0.6から0.75に向上させた。
その結果、右の追加主伐ありのグラフをみると、3分期目で素材生産目標量の不足の改善が見られ、右下の主伐面積では、搬出歩留まりを向上させた場合とさせない場合では、向上させた場合の方が、高齢級の主伐面積がわずかに減少することが確認されました。
なので、より実現可能な施策案を講じるとすれば、高齢級寄りで追加で主伐を行いつつ、搬出歩留まりを向上させることが望ましいのではないかと考えられます。



【①伐採対象齢級における資源量不足】
ケース1：路網の延伸

設定：１分期ごとに1,０00km延伸

1,000km/分期の延伸は現実困難
⇒別の条件の検討へ

齢級構成（現状） 齢級構成（3分期期末）

路網延伸なし

路網延伸あり
毎年約200㎞の延伸を行う条件で推計した結
果、資源量の不足が解消された。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
路網を延伸したケースとして、1分期で1000㎞つまり1年で200㎞づつ伸ばした場合では、
右の3分期末の齢級構成において上の延伸なしと下の延伸ありとなっておりますが、それぞれの赤枠を見ていただくと、延伸なしの方では9、10齢級の資源量がなくなっていることに比べて、ありの方では、資源量が枯渇してない結果となっております。
この結果からも、路網の延伸により課題は解決することが出来ると言えます。
しかしながら、単年で200㎞の延伸は現実的では、ないため別の検討を行いました。



【①伐採対象齢級における資源量不足】
ケース2：次世代架線系林業機械の導入による伐採可能幅の見直し

設定：生産の1割を次世代架線系林業機械とし、伐採可能幅200m→260ｍに
拡張した場合

伐採可能幅の拡張により主伐面積の多い齢級
で資源量の不足はみられなくなった。

ただし、これを実現化するには、低コストな次世代型集
材システムの導入が必要

齢級構成（現状）
齢級構成（3分期期末）

架線系利用なし

架線系利用あり

17

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
次なる検討として、路網からの伐採距離を伸ばすようなケースを行いました。伐採距離を伸ばすと推計上集材が可能な面積として対象となる範囲が増加するため、その分資源量が多く取れるようになっています。
生産の1割を次世代架線系林業機械とし、路網からの伐採可能な幅を200mから260mに拡張した場合、その結果として、右図の赤枠内において架線系の利用がない場合と、1割利用した場合では、先ほどの延伸と同様に資源量の不足は見られなくなった。
路網を伸ばした場合と比較すると、年間200㎞延伸するより、コスト的にも効果の高い次世代架線系林業機械の導入による集材可能な範囲の拡大が効果的であることが検討から明らかとなりました。



【②高齢級の伐残し】
ケース3：資源量が多い齢級から追加で主伐

設定：不足分を資源量の多い齢級から追加で主伐

齢級構成（3分期期末）

主伐面積（0分期） 主伐面積（3分期）

生産量確保・伐残し
減少

高齢級の追加
主伐

資源量の多い高齢級を中心とした追加主伐を
実施することで生産量が確保され、
15齢級以降へのシフトが減少した。
ただし、大径化した高齢級での伐採は、
伐採・搬出システム上の課題もある。
また、大径材の有効活用のために、
製材工場の設備の対応など、川下側も視野に入
れた総合的な対策が必要となる。

追加主伐あり

18

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
高齢級の伐残しの課題については、不足分を資源量の多い高齢級寄りから追加で主伐することで、解決できないか検討しました。
追加主伐の量として、主伐面積のグラフを表示しております。左が追加主伐無の0分期、右が追加主伐を行った3齢級のグラフです。グラフ上の黄緑色のものが追加主伐分に当たります。
見ていただくと高齢級での追加の主伐が非常に多いことが分ります。
このような追加主伐を行った結果、右下の齢級構成の赤枠内をみていただくと、資源量の多い高齢級を中心とした追加主伐を実施することで15齢級以降へのシフトが減少し、伐り残しの減少がみられました。
　また、追加主伐は生産目標に対する不足分を補うことが目的なので、同時に生産量も確保されております。
しかしながら、大径化した高齢級での伐採は、伐採や搬出システムなどで様々な課題があるため
実際に施策を検討する上では、川下側も視野に入れた総合的な対策が必要となる。



【④苗木生産量不足】
ケース5：低密度植林

設定：低密度植林として、haあたりの植栽本数を減らした場合
スギの植栽本数： 1,500（本/ha）、ヒノキの植栽本数：2,000（本/ha）

苗木需要量（千本/年）

検討前 検討後

植栽本数を減らすことで，苗木需要量の減少がみられた。
また、蓄積の多い高齢級の伐採を増やすと、同じ生産材積でも伐採面積は減少する。
とはいえ、伐採計画に応じた苗木生産量の供給拡大（生産体制の拡充）が必要である。

苗木需要量（千本/年）

平成26年度
苗木生産量

追加主伐あり
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
その結果、スギを2000本から1,500植え、ヒノキを2500本から2,000植えに設定したところ、
植栽本数を減らすことで，苗木需要量の減少がみられたのですが、
現状において既に苗木生産量が需要量に対し不足する状況にあるため、
主伐面積の増加に合わせた苗木生産量の拡大が必要となってくることが明らかとなりました。



結果

A県

現状の齢級構成（スギ）

3分期目の齢級構成（スギ）

3分期間の木材・燃料材生
産量
推計結果
（現状生産傾向+追加伐
採）

3分期間の所要苗木本数

3分期間の所要労働量
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労働量（千人日）・目標設定

主伐労働量 間伐労働量 再造林労働量
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素材生産量（千㎥）・目標設定

素材生産量
(スギ）

素材生産量
(ヒノキ）

燃料材利用可能量

分期が進むと現状の
伐採ピーク（8,9,10）の齢級で

施業対象面積が減少
生産対象の高齢シフト

高齢級における主伐を強化する
ことで素材生産・燃料材の生産

目標は達成

主伐対象面積が増加するため
所要苗木本数は増加
（現状の3倍）

主伐強化により
伐採・再造林に係る

労働量が増加
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FPROPSの結果が示すもの

・マテリアル市場、森林管理の考え方で変化
・森林資源は今の世代が使うためだけのものではなく、次
の世代にも残していくべきもの
・どんな森を残すのか、は今の施業が形作る

⇒今後の森林管理と生産について考えるためのツール

FPROPSでは、全国一律の条件で予測するものではなく、現在
の資源状況、伐採の傾向、中期的な政策目標等などを、地域の
林業の状況などを反映させ、施業の方針の結果どうなるかを確
認するツール



６．ご利用について



【使用の手順】

①協会HP「相談窓口フォーム」から申込 ②使用申請書用紙を送付、
記入後、ご提出

③申請内容確認後、
ツール、マニュアル一式を送付

FPROPSを無償配布しています。
手順に従って使用申請を送っていただきますと、ツール、マニュアルを提供します。

ツールの配布



まずはお問合せを

https://jwba.or.jp/support/
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